
◎刑事訴訟法等の一部を改正する法律 
（平成二八年六月三日法律第五四号）   

一、提案理由（平成二七年五月二六日・衆議院法務委員会） 

○上川国務大臣 おはようございます。 

刑事訴訟法等の一部を改正する法律案につきまして、その趣旨を御説明いたします。 

刑事手続については、近時、捜査、公判が取り調べ及び供述調書に過度に依存してい

る状況にあるとの指摘がなされています。このような状況を改めて、刑事手続を時代に

即したより機能的なものとし、国民からの信頼を確保するため、証拠収集手続の適正を

より一層担保するとともに、取り調べ以外の証拠収集方法を整備するほか、犯罪被害者

を含む刑事手続に関与する国民の負担の軽減や被告人の防御活動への配慮等を通じ、公

判審理をより充実したものとすることが喫緊の課題となっています。また、国民が安全

で安心して暮らせる国であることを実感できる、世界一安全な国日本をつくるという観

点からも、その基盤となる刑事手続の機能の強化が求められています。 

そこで、この法律案は、刑事手続における証拠の収集方法の適正化及び多様化並びに

公判審理の充実化を図るため、刑事訴訟法、犯罪捜査のための通信傍受に関する法律、

刑法その他の法律を改正し、所要の法整備を行おうとするものであります。 

この法律案の要点を申し上げます。 

第一は、取り調べの録音、録画制度の創設であります。すなわち、裁判員制度対象事

件及びいわゆる検察官独自捜査事件について、逮捕、勾留中に行われた被疑者取り調べ

またはいわゆる弁解録取手続の際に作成された供述調書等の任意性が公判において争わ

れたときは、検察官は、原則として、その被疑者取り調べ等を録音、録画した記録媒体

の証拠調べを請求しなければならないこととした上で、検察官、検察事務官または司法

警察職員が、逮捕または勾留されている被疑者の取り調べ等を行うときは、一定の例外

事由に該当する場合を除き、その全過程を録音、録画しておかなければならないことと

するものであります。 

第二は、証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度の創設であります。すなわち、

一定の財政経済犯罪及び薬物、銃器犯罪を対象として、検察官と被疑者、被告人とが、

弁護人の同意がある場合に、被疑者、被告人が他人の刑事事件について証拠収集等への

協力をし、かつ、検察官がそれを考慮して特定の求刑等をすることを内容とする合意を

することができることとするものであります。 

第三は、犯罪捜査のための通信傍受の対象事件の拡大及び暗号技術を用いる新たな傍

受の実施方法の導入であります。すなわち、現行法上、薬物、銃器犯罪等に限定されて

いる対象犯罪に、殺人、略取誘拐、詐欺、窃盗等の罪を追加するとともに、暗号技術を

活用することにより、傍受の実施の適正を確保しつつ、通信事業者等の立ち会い、封印

を伴うことなく、捜査機関の施設において傍受を実施することができることとするなど

の措置を講じるものであります。 



第四は、被疑者国選弁護制度の対象事件の拡大であります。すなわち、現行法上、同

制度の対象となるのは、死刑または無期もしくは長期三年を超える懲役、禁錮に当たる

罪について勾留状が発せられている被疑者であるところ、これを拡大して、勾留状が発

せられている全ての被疑者とするものであります。 

第五は、証拠開示制度の拡充であります。すなわち、公判前整理手続または期日間整

理手続において、検察官請求証拠の開示後、被告人または弁護人から請求があったとき

は、検察官は、その保管する証拠の一覧表を被告人または弁護人に交付しなければなら

ないとする手続の導入等の措置を講じるものであります。 

第六は、証人等の氏名等の情報を保護するための制度の創設であります。すなわち、

証人等の氏名等の開示について、証人等の身体または財産に対する加害行為等のおそれ

があるときは、防御に実質的な不利益を生じるおそれがある場合を除き、検察官が、弁

護人に当該氏名等を開示した上で、これを被告人に知らせてはならない旨の条件を付す

ることができ、特に必要があるときは、弁護人にも開示せず、代替的な呼称等を知らせ

ることができるとする制度等を創設するものであります。 

このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

以上が、この法律案の趣旨であります。 

何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院法務委員長報告（平成二七年八月七日） 

○奥野信亮君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

本案は、刑事手続における証拠の収集方法の適正化及び多様化並びに公判審理の充実

化を図るためのものであり、その主な内容は、 

第一に、いわゆる取り調べの可視化に関して、法律上の制度として、取り調べの録音、

録画制度を創設すること、 

第二に、証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度、すなわち司法取引の制度を

創設すること、 

第三に、通信傍受対象事件の範囲を拡大し、新たな傍受方式を導入すること、 

第四に、証拠開示制度を拡充し、裁量保釈の判断に当たり考慮すべき事情を明確化す

ること 

などであります。 

本案は、去る五月十九日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会

に付託され、二十六日上川法務大臣から提案理由の説明を聴取し、翌二十七日から質疑

に入りました。その後、複数回の参考人質疑を通じて延べ二十人の参考人から意見を聴

取し、取り調べの録音、録画及び通信傍受の実施状況について二回の現地視察を行うな

ど、二カ月を超える慎重な審査を進めてまいりました。 

八月五日、本案に対し、自由民主党、民主党・無所属クラブ、維新の党及び公明党の



四会派共同で修正案が提出されました。 

その主な内容は、 

第一に、司法取引については、合意に当たり、事件の関連性について、その程度を考

慮すべきことを明記するとともに、合意のための協議には弁護人が常時関与すること、 

第二に、通信傍受については、通信当事者への通知事項を追加すること、 

第三に、附則の検討条項を改めること 

であります。 

同日、修正案の趣旨の説明を聴取した後、原案及び修正案を一括して質疑を行い、質

疑を終局いたしました。次いで、討論、採決の結果、修正案及び修正部分を除く原案は

賛成多数をもって可決され、本案は修正議決すべきものと決しました。 

なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成二七年八月五日） 

○山尾委員 ただいま議題となりました修正案につきまして、自由民主党、民主党・無

所属クラブ、維新の党及び公明党を代表いたしまして、その趣旨及び内容の概要を御説

明申し上げます。 

これまで、当委員会においては、政府提出の法律案について、数次にわたる参考人質

疑や視察を含め、長時間に及ぶ丁寧かつ熱心な審査を行ってまいりました。委員会にお

ける議論を踏まえ、各党の真摯な修正協議を重ねた結果、今般、次のような内容の修正

案を提出することで合意に至ったものであります。 

以下、この修正案の主な内容について御説明申し上げます。 

第一に、証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度について、検察官が合意をす

るか否かを判断するに当たって考慮すべき事情として、合意に関係する犯罪の関連性の

程度を明記するとともに、合意のための協議の際に弁護人が常時関与することといたし

ました。 

第二に、通信傍受法について、傍受記録に記録されている通信の当事者に対する通知

事項として、傍受記録の聴取等及び傍受の原記録の聴取等の許可の請求並びに不服申し

立てをすることができる旨を追加するとともに、通信傍受についての国会報告事項を追

加し、暗号技術を活用する方法により傍受の実施をしたときはその旨を国会に報告しな

ければならないことといたしました。 

第三に、附則の検討条項を次のように改めることといたしました。 

一、政府は、取り調べの録音、録画等が、被疑者の供述の任意性その他の事項につい

ての的確な立証を担保するものであるとともに、取り調べの適正な実施に資することを

踏まえ、この法律の施行後三年を経過した場合において、取り調べの録音、録画等の実

施状況を勘案し、取り調べの録音、録画等に伴って捜査上の支障その他の弊害が生じる

場合があること等に留意しつつ、取り調べの録音、録画等に関する制度のあり方につい



て検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるも

のとする。 

二、一のほか、政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律に

よる改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その

結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

三、政府は、この法律の公布後、必要に応じ、速やかに、再審請求審における証拠の

開示、起訴状等における被害者の氏名の秘匿に係る措置、証人等の刑事手続外における

保護に係る措置等について検討を行うものとする。 

以上が、この修正案の趣旨及び内容の概要であります。 

何とぞ、御審議の上、委員各位の御賛同をお願い申し上げます。 

○附帯決議（平成二七年八月五日） 

政府及び最高裁判所は、本法が度重なるえん罪事件への反省を踏まえて重ねられた議

論に基づくものであることに鑑み、その施行に当たり、次の事項について格段の配慮を

すべきである。 

一 検察官及び検察事務官並びに司法警察職員は、取調べ等の録音・録画に係る記録媒

体が供述が任意になされたものかどうか判断するための最も重要な証拠となり得るこ

と及び取調べ等の録音・録画が取調べの適正な実施に資することに鑑み、刑事訴訟法

第三百一条の二第四項の規定により被疑者の供述及びその状況を記録しておかなけれ

ばならない場合以外の場合（被疑者以外の者の取調べに係る場合を含む。）であって

も、取調べ等の録音・録画を、人的・物的負担、関係者のプライバシー等にも留意し

つつ、できる限り行うように努めること。 

二 保釈に係る判断に当たっては、被告人が公訴事実を認める旨の供述等をしないこと

又は黙秘していることのほか、検察官請求証拠について刑事訴訟法第三百二十六条の

同意をしないことについて、これらを過度に評価して、不当に不利益な扱いをするこ

ととならないよう留意するなど、本法の趣旨に沿った運用がなされるよう周知に努め

ること。 

三 再審が無辜
こ

の救済のための制度であることを踏まえ、証拠開示の運用、刑事訴訟法

第四百四十五条の事実の取調べの在り方をめぐる今国会の審議の状況の周知に努める

こと。 

四 通信事業者等の立会いがないため同時進行的な外形的チェック機能が働かないこと

を踏まえ、特定電子計算機を用いる傍受の実施において、該当性判断のための傍受又

は再生を行うに当たっては、通信の秘密及びプライバシーの保護に十分に留意して、

厳正に実施すること。 

五 適正に通信傍受が実施されていることについての説明責任を果たすため、客観的に

通信傍受の実施状況を検証するための方法について検討すること。 

六 捜査に必要な機器等の費用は捜査機関が負担することが基本であることに鑑み、通



信傍受に必要な機器等の整備に係る通信事業者の負担軽減に十分な配慮を行うこと。 

七 証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度の実施に関し、検察官は、合意をす

るため必要な協議に際しては、自由な意見交換などの協議の機能を阻害しないとの観

点をも踏まえつつ、日時、場所、協議の相手方及び協議の概要に係る記録を作成する

とともに、当該合意に係る他人の刑事事件及び当該合意の当事者である被告人の事件

の公判が終わるまでの間は、作成した記録を保管すること。 

三、参議院法務委員長報告（平成二八年五月二〇日） 

○魚住裕一郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

本法律案は、第百八十九回国会に提出され、同国会で衆議院において修正議決され、

本院においては継続審査となっていたものであります。 

本法律案は、刑事手続における証拠の収集方法の適正化及び多様化並びに公判審理の

充実化を図るため、取調べの録音・録画制度、証拠収集等への協力及び訴追に関する合

意制度、証人等の氏名等の情報を保護するための制度等を創設するとともに、犯罪捜査

のための通信傍受の対象事件の範囲の拡大、被疑者国選弁護制度の対象事件の範囲の拡

大等の措置を講じようとするものであります。 

なお、衆議院において、証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度について検察

官が合意をするか否かの判断に当たり考慮すべき事情の追加、合意のための協議への弁

護人の常時関与、傍受記録に記録されている通信の当事者に対する通知事項の追加、通

信傍受についての国会報告事項の追加、法施行後三年を経過した場合の見直し規定の範

囲の拡大、法公布後の検討事項の追加等の修正が行われております。 

委員会におきましては、取調べの録音・録画対象外事件で起訴された被告人に対する

対象事件についての取調べにおける録音、録画の義務の有無及び今後の運用方針、録音、

録画された映像の恣意的な利用に対する担保策、取調べの録音、録画の例外規定に該当

すると判断した場合の公判における立証方法、通信傍受対象事件の拡大と通信の秘密へ

の対応策、特定電子計算機による通信傍受を行う場合に立会人を不要とした趣旨及びそ

の濫用防止のための制度的保障、通信傍受における補充性の要件の解釈、合意制度にお

けるいわゆる巻き込みの危険性及びその対策等について質疑が行われ、また、参考人か

ら意見を聴取したほか、通信事業者、警視庁原宿警察署及び東京地方検察庁において実

情調査を行うなど、幅広い審査を行いましたが、その詳細は会議録によって御承知願い

ます。 

採決により質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して仁比委員

より本法律案に反対、自由民主党を代表して三宅理事より本法律案に賛成、民進党・新

緑風会を代表して小川委員より本法律案に賛成する旨の意見がそれぞれ述べられました。 

討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 



なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年五月一九日） 

 政府及び最高裁判所は、本法が度重なるえん罪事件への反省を踏まえて重ねられた議

論に基づくものであることに鑑み、その施行に当たり、次の事項について格段の配慮を

すべきである。 

一 検察官及び検察事務官並びに司法警察職員は、取調べ等の録音・録画に係る記録媒

体が供述が任意になされたものかどうか判断するための最も重要な証拠となり得るこ

と及び取調べ等の録音・録画が取調べの適正な実施に資することに鑑み、刑事訴訟法

第三百一条の二第四項の規定により被疑者の供述及びその状況を記録しておかなけれ

ばならない場合以外の場合（別件逮捕による起訴後における取調べ等逮捕又は勾留さ

れている被疑者以外の者の取調べに係る場合を含む。）であっても、取調べ等の録

音・録画を、人的・物的負担、関係者のプライバシー等にも留意しつつ、できる限り

行うように努めること。 

二 保釈に係る判断に当たっては、被告人が公訴事実を認める旨の供述等をしないこと

又は黙秘していることのほか、検察官請求証拠について刑事訴訟法第三百二十六条の

同意をしないことについて、これらを過度に評価して、不当に不利益な扱いをするこ

ととならないよう留意するなど、本法の趣旨に沿った運用がなされるよう周知に努め

ること。 

三 再審が無辜
こ

の救済のための制度であることを踏まえ、証拠開示の運用、刑事訴訟法

第四百四十五条の事実の取調べの在り方をめぐる国会の審議の状況の周知に努めるこ

と。 

四 特定電子計算機を用いる傍受の実施においては通信事業者等の立会いがなくなるこ

とから、同時進行的な外形的チェック機能を働かせるため、通信傍受の対象となって

いる犯罪の捜査に従事していない検察官又は司法警察員を立ち会わせること。また、

該当性判断のための傍受又は再生を行うに当たっては、特に通信の秘密及びプライバ

シーの保護に十分に留意して、厳正に実施すること。 

五 適正に通信傍受が実施されていることについての説明責任を果たすため、客観的に

通信傍受の実施状況を検証するための方法について検討すること。 

六 捜査に必要な機器等の費用は捜査機関が負担することが基本であることに鑑み、通

信傍受に必要な機器等の整備に係る通信事業者の負担軽減に十分な配慮を行うこと。 

七 証拠収集等への協力及び訴追に関する合意制度の実施に関し、検察官は、合意をす

るため必要な協議に際しては、自由な意見交換などの協議の機能を阻害しないとの観

点をも踏まえつつ、日時、場所、協議の相手方及び協議の概要に係る記録を作成する

とともに、当該合意に係る他人の刑事事件及び当該合意の当事者である被告人の事件

の公判が終わるまでの間は、作成した記録を保管すること。 



右決議する。 

四、衆議院法務委員長報告（平成二八年五月二四日） 

○葉梨康弘君 ただいま議題となりました各法律案につきまして、法務委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

次に、刑事訴訟法等の一部を改正する法律案について申し上げます。 

本案は、刑事手続における証拠の収集方法の適正化及び多様化並びに公判審理の充実

化を図るため、取り調べの録音、録画制度、証拠収集等への協力及び訴追に関する合意

制度等を創設するとともに、犯罪捜査のための通信傍受の対象事件の範囲を拡大する等

の措置を講じようとするものであります。 

本案は、前国会、本院において修正議決され、参議院において継続審査となっていた

ところ、去る五月二十日、参議院において可決の上、本院に送付され、同日、本委員会

に付託され、提案理由の説明の聴取を省略し、質疑を行い、質疑を終局いたしました。

次いで、討論、採決の結果、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決

しました。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 


